
マアジ太平洋系群

資料２－１

生活史と漁場形成模式図 産卵期・産卵場：活史 漁場形成模式図 産卵期 産卵場

冬～初夏、東シナ海を主産卵場とする群と

九州～本州中部沿岸で産卵する地先群がある。

索餌期 索餌場索餌期・索餌場：

九州南岸～東北太平洋岸

年齢と成長年齢と成長
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資源評価の流れ

年齢別・年別漁獲尾数
加入量指数

自然死亡係数は を仮定 年 加入量は 宮崎県南部定置網「 ジ仔 漁獲量等

年齢別・年別資源尾数
年齢別・年別漁獲係数

ＶＰＡ、自然死亡係数は0.5を仮定、2010年の加入量は、宮崎県南部定置網「アジ仔」漁獲量等３
つの指数の相乗平均の対数値と、2000～2009年の加入尾数の関係を用いて推定。

2011年の1歳魚以上の

← 2011年への前進計算

2011年の新規加入量の仮定
(2011年の親魚量と1999 2010年のRPS dに年齢別資源尾数 (2011年の親魚量と1999～2010年のRPSmedに
より算出)

← 2012年への前進計算、2011年のＦはＦcurrentを仮定

2012年以降の
年齢別・年別資源尾数，
親魚量

2012年以降の新規加入量の仮定
(将来予測における年々の親魚量と
1999～2010年のRPSmedにより算出)

2012年のABC・算定漁獲量漁獲シナリオとの対応
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漁獲量
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太平洋北区（青森～茨城）・中区（千葉～三重）・南区（和歌山～宮崎）。
1986年に急増して3万トンを超え、1990年以降に再び急増して1994年に8.3万トンと最高に達した。
1997年以降は減少に転じ1999年には4.7万トンとなった。
2000年と2001年に再び増加したが、2002年以降は5万トン前後を推移した。
2007年は4.3万トン、2008年は4万トン、2009年並びに2010年は2.6万トンと減少傾向が続いている。

年齢構成は0歳魚と1歳魚が主体。
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資源量と漁獲割合

資源量は1990年代はじめまで増加し、高位水準になったが、1996年の16万トンを頂点と
して減少した。

その後2000年と2001年は増加したものの 2004年以降は再び減少傾向となり 2010年その後2000年と2001年は増加したものの、2004年以降は再び減少傾向となり、2010年
は5.9万トンと推定された。

資源量12万トン以上を高位、 資源量5万トン未満を低位とした。動向は近年5年の推移から判断した。

水準：中位 動向：減少
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再生産関係再生産関係

Blimit：加入量が増加した1986年水準の親魚量（24千トン）

2010年の親魚量はBlimit未満

－５－



シナリオごとの資源量と漁獲量の将来予測

資源量

0.8Fmed、Frecでの漁獲を継続した場合は、漁獲量は
一時的に減少するものの資源量は増加する。

漁獲 た場合 年を る水準

漁獲量

Fmedで漁獲した場合は、2010年をやや下回る水準で
安定する。

Fcurrentで漁獲した場合は、漁獲量と資源量ともに
減少する減少する。
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漁獲シナリオと2012年ＡＢＣ

資源水準 中位 資源動向 減少

漁獲シナリオ
（管理基準）

F値
（Fcurrentとの 漁獲割合

将来漁獲量 評価

2012年ABC
年後 年 均

現状親
魚量を

Blimitを
維持（管理基準）

比較） 5年後 5年平均
魚量を
維持

（5年後）

維持
（5年後）

親魚量の増加 0 86 27千トン
親魚量の増加
（0.8Fmed） ＊

0.86
（0.71Fcurrent） 39％

千トン
～

50千トン
38千トン 100％ 99％ 22千トン

親魚量のBlimit
への回復

1.01 43％
20千トン

～ 29千トン 78％ 70％ 24千トンへの回復
（Frec） * (0.84Fcurrent) 43％ ～

38千トン
29千トン 78％ 70％ 24千トン

2012年算定
漁獲量

現状の親魚量
の維持
（Fmed）

1.07
（0.89Fcurrent） 45％

18千トン
～

34千トン
25千トン 49％ 39％ 25千トン

現状 漁獲

平成23年に設定された中期的管理方針では 資源水準の維持を基本方向として管理を行うとされている。

現状の漁獲圧
の維持

（Fcurrent）

1.20
（1.00Fcurrent） 48％

14千トン
～

25千トン
19千トン 6％ 2％ 26千トン

平成23年に設定された中期的管理方針では，資源水準の維持を基本方向として管理を行うとされている。
これに対応する漁獲シナリオはFmedであるが、本系群はBlimit未満であるため、Fmedに対応する漁獲量
をABCに含めなかった。中位水準の維持との目的にはFrec以下が合致する(*）。
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マアジ対馬暖流系
資料２－２
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漁獲量の推移
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2010年漁獲量 148千トン（うち韓国による漁獲は19千トン）
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• 2010年漁獲量：148千トン（うち韓国による漁獲は19千トン）
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漁獲物の年齢組成の推移
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 年別年齢別漁獲尾数を日本の漁獲量について推定し 韓国のあじ類漁獲を
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0

 年別年齢別漁獲尾数を日本の漁獲量について推定し、韓国のあじ類漁獲を
すべてマアジとして、日本＋韓国の漁獲量で引き伸ばした。

 2005～2007年は1歳魚の割合が高かったが、2008年以降は0歳魚の割合が歳 、 歳
増加した。
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資源量と漁獲割合の推移
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 資源量は2005年以降は同水準を保っている。

 2010年資源量は45万トン。過去5年で見ると横ばい傾向

 漁獲割合は2006年に減少し、その後同水準。
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加入量と親魚量の推移
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 2001～2004年には加入量水準は高かったが、2005～2007年は低水準
だった。2008年以降は再び増加。

年 降 水準だ た親魚量 年 減少 転じ 2005年以降同水準だった親魚量は、2010年に減少に転じて24万トン。
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Fによる漁獲量・資源量の違い
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漁獲圧を現在のF （Fcurrent）より弱めると、2012年の漁

獲量は低くなるが その後 増加傾向に転じ 資源量の獲量は低くなるが、その後、増加傾向に転じ、資源量の
増加率も高い。
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2012年ABCの算定
漁

将来漁獲量
( )

評価 2012年
千

漁獲シナリオ
（管理基準）

F値
（Fcurrentと
の比較）

漁
獲
割
合

(千トン) ABC(千トン)

5年後 5年
平均

現在の親
魚量を維
持

Blimitを
維持(5年合

持(5年後) 後)

資源量の増大
(F30%SPR)*

0.40
(0.78 current)

27
% 108～237 157 99% 100% 130 (112)

現在の漁獲圧の
維持
(Fcurrent)*

0.52
(1.00Fcurrent)

33
% 94～231 164 78% 98% 157 (135)

現状の親魚量の
維持(Fmed)*

0.56 
(1.09 current)

35
% 84～233 162 59% 94% 165 (142)

平成23年に設定された中期的管理方針では「大韓民国及び中華人民共和国等と我が国の水域にまた平成23年に設定された中期的管理方針では「大韓民国及び中華人民共和国等と我が国の水域にまた

がって分布し、大韓民国及び中華人民共和国等においても採捕が行われていることから、関係国との
協調した管理に向けて取り組みつつ、資源の維持若しくは増大することを基本に、我が国水域への来
遊量の年変動も配慮しながら、資源管理計画に基づく取組により、管理を行うものとする」とされている。

我が国EEZ内外への配分は、日本と韓国の漁獲実績から求めた総漁獲量に対する我が国EEZ内におけ
る漁獲量の比率の直近5カ年（2006～2010年）の平均値（0.859）を用いた。ただし当該比率は年により
漁場形成が異なるため 年変動がある 1999年以降で最も高い比率（1999年 0 919）を用いた「現状の漁場形成が異なるため、年変動がある。1999年以降で最も高い比率（1999年、0.919）を用いた「現状の
親魚量維持」シナリオによる2012年ABC我が国EEZ内の値は152千トンであった。
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ABC以外の管理方策：0歳Fの削減効果
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• 削減率が大きいほど2012年時点での漁獲量は少ないが、

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

削減率 大 年時点 漁獲量 少な 、
2013年以降は削減率が大きいほど漁獲量は高くなる。
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マイワシ太平洋系群

資料２－３

マイワシ太平洋系群

生活史と漁場形成模式図 産卵期・産卵場： 10～5月で、最盛期は2～3月、近年の

産卵海域は土佐湾を中心に小規模ながら関東近海まで

形成。

索餌期・索餌場： 0歳魚の間は親潮域も含めた北西太平

洋の広域に分布、成魚は近年においては大規模な回遊

はしていない。

年齢と成長年齢と成長

－１－



資源評価の流れ

年齢別・年別漁獲尾数
加入量指数 ＶＰＡ、自然死亡係数は0.4を仮定

産卵量、秋季沖合域での0歳魚CPUE、未成魚越冬群指数（千葉
水研）を それぞれ親魚量 歳魚資源尾数 歳魚資源量 指数

年齢別・年別資源尾数
年齢別・年別漁獲係数

水研）を、それぞれ親魚量、0歳魚資源尾数、1歳魚資源量の指数
としてチューニング（2005～2010年）

2011年の1歳魚以上の

← 2011年への前進計算

2011年の新規加入量2011年の1歳魚以上の
年齢別資源尾数 (春季の幼稚魚調査結果から42億尾と仮定）

← 2012年への前進計算、2011年のFは0.8Fcurrentを仮定

2012年以降の
年齢別・年別資源尾数，
親魚量

2012年以降の新規加入量の仮定
(将来予測における年々の親魚量と

算親魚量 RPSmedにより算出)

2012年のABC・算定漁獲量漁獲シナリオとの対応
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漁獲量

1983～1989年にかけて250万トンを超えて1983～1989年にかけて250万トンを超えて
いたが、その後減少に転じ、1993年には100
万トンを下回った。

1995～2001年は10万～30万トン台で推移1995～2001年は10万～30万トン台で推移
した後、2002年以降は10万トンを下回る低水
準で推移した。

2010年は6 8万トン2010年は6.8万トン。

2010年の総漁獲尾数のうち、2009年生まれ
の1歳魚が44%、2010年生まれの0歳魚が29%。

2011年1月～6月の主要港への水揚量は6万
3千トン。
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資源量 水準：低位 動向：増加

1981～1988年の間1,400万～1,900万トンと高水準で安定していたが、1989年から急減し、1994
年に88万トンとなった。

1995～1999年には70万トン強で比較的安定していたが 2000年から再び減少しはじめ 2002年1995～1999年には70万トン強で比較的安定していたが、2000年から再び減少しはじめ、2002年
以降2007年まで10万トン台で推移した。

2008年から増加に転じ 2009年は27万トン 2010年は45万トンと推定された2008年から増加に転じ、2009年は27万トン、2010年は45万トンと推定された。

資源量100万トン未満を低位、1000万トン以上を高位とした。動向は近年5年の推移で判断した。

－４－



産卵量

1984～1993年期においては年期 お
総産卵量が1000兆粒を超えていた。

2003年期を低極として近年は緩やかに
増加傾向。2007、2009年期は100兆粒増加傾向。2007、2009年期は100兆粒
を超えた。
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再生産関係

長期的には、1988年から4年間の連続的な
加入の失敗により資源は急速に減少した。

本系群のBlimitは1996年の親魚量。

2010年の親魚量はBlimit未満。
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シナリオごとの資源量と漁獲量の将来予測

資源量

Fcurrentのもとでは 資源量は速やかに増加しFcurrentのもとでは、資源量は速やかに増加し、
本資源の中位とした100万トンの水準を2014年に
上回る予測となった。

Fmedでは資源量は2014年以降約77万トンで
安定して推移する予測となった。漁獲量
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漁獲シナリオと2012年ＡＢＣ

資源水準 低位 資源動向 増加資源水準 低位 資源動向 増加

漁獲
シナリオ

F値
（Fcurrent

との
漁獲
割合

将来漁獲量 評価

2012年
ABC5年後

5年
Blimitを
上回る

現状
親魚量を

（管理基準）
との
比較）

割合 ABC5年後
5年
平均

上回る
（5年
後）

親魚量を
上回る
（5年後）

現状の漁獲

116
千トン現状の漁獲

圧の維持
（Fcurrent） ＊

0.34
（Fcurrent） 18％

千トン
～
826

千トン

265
千トン

100％ 84％ 135
千トン

親魚量の増
大
（B/Blimit
×Fmed）

0.60
（1.75

Fcurrent）
29％

91
千トン
～
763

296
千トン

71％ 45％ 210
千トン

（Frec） ＊ 千トン

親魚量の維
持

0.70
（2 06 32％

77
千トン
～

283 58％ 33％ 236
持
（Fmed） ＊

（2.06
Fcurrent）

32％ ～
614

千トン

千トン
58％ 33％

千トン

平成23年に設定された中期的管理方針では、資源水準の維持若しくは増大を基本方向として、
漁獲動向に注意しつつ、管理を行うとされている。
上で提案した漁獲シナリオの中では全てのシナリオが対応する（＊）。
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マイワシ対馬暖流系群
資料２－４

マイワシ対馬暖流系群の分布・回遊
（低水準期・高水準期）

資源量の低水準期 25 150

40°N

産卵場

15

20
100

体
長

 (c
m

)

重
 (

g)

産

　産卵場
（冬～春）

0

5

10

0

50

被
鱗

体

体
重

体長 (cm)
体重 (g)

30°N

分布域

産卵場

海流

産卵回遊

　産卵場
（冬～春） 資源量の高水準期

1 2 3 4
0 0

年齢

1 0
120° 130° 140°E E E

産卵場 産卵回遊

索餌回遊

主産卵場

40°N
分布域

0.6

0.8

1.0

熟
率

30°N

産卵場
（冬～春）

0.2

0.4成
熟

120° 130° 140°E E E

分布域

産卵場

海流

産卵回遊

索餌回遊
0 1 2 3 4

0

年齢
－１－



漁獲量の推移
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 2000年には1万トンを下回り、2001年は過去最低の1千トン。
2004年以降は増加（数千トン程度）、2007年に14千トンに急増。

年は前年を 回り 百ト 年は 百ト 年は 2008年は前年を下回り80百トン。2009年は82百トン。2010年は
56百トン。

 2011年は現状で既に2 5万トン程度の漁獲あり 2011年は現状で既に2.5万トン程度の漁獲あり

－２－



資源量指標値の推移：産卵量

 近年は低い水準。2001年は全く採集されず。 近年は低い水準。2001年は全く採集されず。

 その後は変動しながらも増加傾向。2010年は19兆粒。

－３－



資源量指標値の推移：CPUE
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• 境港で水揚げされるまき網1か統あたり漁獲量 島根県（浜田支

年

境港で水揚げされるまき網1か統あたり漁獲量、島根県（浜田支
所）中型まき網CPUE

• 近年は増加傾向近年は増加傾向
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漁獲物の年齢構成（年齢別・年別漁獲尾数）
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• 1990年代後半以降、高齢魚の漁獲は少ない。

• 2004年以降は0歳魚が主体であったが 2007 2008年は0歳• 2004年以降は0歳魚が主体であったが、2007、2008年は0歳
魚のほか、1歳魚,2歳魚も近年では比較的多く漁獲された。

• 2010年は0・1歳魚の漁獲が少なく 2・3歳魚の割合が高い• 2010年は0・1歳魚の漁獲が少なく、2・3歳魚の割合が高い。
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資源量と漁獲割合の推移
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• 資源量：2001年に1万トンを下回り、2001～2003年は過去最低水

年 年

準（ここからBban=5千トンと設定）

• 近年は増加、2004年から、Bbanを上回ったと推定される。

• 2008年資源量は20千トン、2009年資源量は21千トン、

2010年資源量は34千トン
低位・増加• 漁獲割合：1990年代以降変動が激しい 低位・増加

－６－



シナリオごとの資源量と漁獲量の予測
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• Fcurrentでは資源量がやや減少

F dではほぼ現状維持が見込まれる• Fmedではほぼ現状維持が見込まれる

• Frec、Frec1、Frec2では資源量の回復が見込まれる

－７－



要約表（予防的措置は省略）

F値
将来漁獲量 評価

Bli i 回 Bb を
漁獲シナリオ
（管理基準）

F値
（Fcurrentと
の比較）

漁獲
割合

2012年
ABC5年後 5年平均

Blimitへ回
復

5年後（10
年後）

Bbanを
下回る
（10年
間）

親魚量 増大 千ト親魚量の増大
（B/Blimit×
Fmed）（Frec）*

0.06（0.09
Fcurrent） 4%

4千トン
～

25千トン
6千トン

75%
（100%）

0% 2千
トン

親魚量の増大 0 19（0 27 6千トン 51% 5千
（5年でBlimitへ
回復）（Frec1）*

0.19（0.27
Fcurrent） 12% ～

49千トン
13千トン

51%
（94%）

0% 5千
トン

親魚量の増大（10
年でBlimitへ回復）

0.37（0.53
Fcurrent） 23%

7千トン
～ 16千トン

16%
（52%）

0% 9千
トン

（Frec2）* Fcurrent） 49千トン
（52%） トン

2012年算
定漁獲量

親魚量の維持 0 62（0 89 4千トン 2% 13千親魚量の維持
（Fmed）*

0.62（0.89
Fcurrent） 34%

4千トン
～

29千トン
14千トン

2%
（3%）

10% 13千
トン

漁獲圧の維持
（F ）

0.69（1.00
F ）

37%
3千トン

～ 13千トン
0%

（1%）
28% 15千

トン

平成23年に設定された中期的管理方針（本年9月設定予定）では、「大韓民国及び中華人民共和国と我が国の水

域にまたがって分布し、大韓民国及び中華人民共和国等においても再捕が行われていることから、関係国との協
調した管理に向けて取り組みつつ 資源の維持若しくは増大することを基本に 我が国水域への来遊量の年変動

（Fcurrent） Fcurrent） 37%
26千トン

13千ト
（1%）

8%
トン

調した管理に向けて取り組みつつ、資源の維持若しくは増大することを基本に、我が国水域への来遊量の年変動
も配慮しながら、管理を行うものとし、資源管理計画の推進を図るものとする。」とされており、Fmed以下のFによる
シナリオが合致すると考えられる。これに対応する漁獲シナリオには*を付けた。

－８－



２４年漁期ＴＡＣ（漁獲可能量）設

資料 ２－５

２４年漁期ＴＡＣ（漁獲可能量）設
定に関する意見交換会資料定に関する意見交換会資料

するめいかするめいか



スルメイカの回遊と漁場
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産卵回遊経路輸送・索餌回遊経路

索餌場 主漁場
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• 秋季発生系群：主に日本海で5月～10月に漁獲。

• 冬季発生系群：主に太平洋で8月～12月、冬季発 系群 太平洋 月 月、
日本海で11月～2月に漁獲。

－ １ －



秋季発生系群の資源評価結果
資源評価方法の手順資源評価方法の手順

幼生分布調査（親魚量水準・再生産動向の把握）

主要な調査結果

漁場一斉調査（資源量指数の推定）

新規加入量調査（資源量の早期把握）
月別海域
別漁獲量

資源量推定
資源量＝q×資源量指数 資源量と漁獲量か資源量 q 資源量指数

再生産関係推定（ＢＨ型）
Fmsy Fmed Blimit推定

資源 漁獲
ら各年のF値、産卵

親魚量を計算

Fmsy、Fmed、Blimit推定

再生産関係から資源量予測
中長期的な加入
動向見積もり

ＡＢＣの算定
各漁獲シナリオの設定

Fmsy、Fmed、Fcurrent

加入量の不確実性の検討

－ ２ －



漁獲量といか釣漁船1日1隻当り漁獲量
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• 我が国の漁獲量は1980年代に減少し 1986年には5 4万トンとなった その後

0 0 

80 85 90 95 2000 2005 2010

• 我が国の漁獲量は1980年代に減少し、1986年には5.4万トンとなった。その後、
1990年代は13万～15万トン程度となったが、2000年以降 は再び減少傾向となり、
2007年と2010年は6.2万トンまで減少した。我が国の他、韓国による漁獲も多く、
1999年以降は我が国を上回る漁獲量と なっている なお 近年5年間の我が国と1999年以降は我が国を上回る漁獲量と なっている。なお、近年5年間の我が国と
韓国の本系群に対する漁獲量の合計値は、年間15.6万～23.6万トンである。

－ ３ －



日本海の調査結果（稚仔分布）
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資源減少期（1980年 1988年）の平均採集数 資源増加期（1989年 2000年）の平均採集数

• 資源量が減少した1980年代は 主に北陸沿岸域がスルメイカ幼生の主分布域で

125 126 127 128 129 130 131 132 133 134 135 136
E 資源減少期（1980年～1988年）の平均採集数

（鉛直曳１網あたりの採集尾数 ） 

資源増加期（1989年～2000年）の平均採集数 

（鉛直曳１網あたりの採集尾数 ） 

10～11月

• 資源量が減少した1980年代は、主に北陸沿岸域がスルメイカ幼生の主分布域で
あったが、資源量が増加した1990年代には対馬海峡から東シナ海まで幼生の分
布域が拡大した。

• 現在 スルメイカの資源水準の低下を示唆する産卵場形成位置等の生態的な変• 現在、スルメイカの資源水準の低下を示唆する産卵場形成位置等の生態的な変
化はまだ観測されてない。

－ ４ －



日本海の調査結果（稚仔分布）日本海の調査結果（稚仔分布）
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• 2010年の調査結果でも1.25尾と、2009年（1.24尾）同様にかなり低い値であり、
1990年代以降の水準を維持しているものの 親魚尾数の減少が懸念される1990年代以降の水準を維持しているものの、親魚尾数の減少が懸念される。

－ ５ －



日本海の調査結果（漁場一斉）

6～7月

－ ６ －



資源量と漁獲割合
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• 資源量は1980年代前半は減少傾向にあり、1980年代は主に50万トン前後（1981
～1989年の平均値は51.2万トン)、1986年は22.4万トンであった。1980年代後半) 代
以降は増加傾向となり、1990年代の平均資源量は108.7万トン、2000年前後には
主に150万～200万トンとなった。2004～2007年は100万トン前後に減少したが、
2008年以降は概ね120万～170万トンの高水準（2011年は135.1万トン）にある。
漁獲割合は1980年代半ばは35～40％、1990年代は30％以下、近年は20％前後
に減少し、2008年以降は10.9～13.4％であった。

－ ７ －



再生産関係
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• スルメイカの再生産関係は海洋環境の中長期的な変化によって変化
することが想定されている。したがって、今後の資源動向およびABC
の算定には 海洋環境が変化したとされる1990年以降の関係を用い

親魚量（ ）

の算定には、海洋環境が変化したとされる1990年以降の関係を用い
て算定した。

－ ８ －



管理方策
• 2012年以降も好適な環境における加入量水準が期待

される。される。

• 1990年以降の再生産関係から、高い再生産成功率が
あったときに高い加入量が期待できる親魚量39 7万トあったときに高い加入量が期待できる親魚量39.7万ト
ンを資源の回復措置をとるべき閾値Blimitとした。

2011年の予測親魚量（61 7万トン）はBli i を上回るこ• 2011年の予測親魚量（61.7万トン）はBlimitを上回るこ
とから、現状の漁獲圧の維持（Fcurrent）、親魚量の維
持（F d）の漁獲シナリオでABCを算定した持（Fmed）の漁獲シナリオでABCを算定した。

• ただし、スルメイカの資源動向は海洋環境で変化する
がことに加え、2000年以降の再生産成功率が1990年代

と比較して低いことにも留意する必要がある。

－ ９ －



ABC算定のための漁獲シナリオ
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2012年ABC2012年ABC

漁獲シナリオ
F値

評価
2012年ABC漁獲シナリオ

（管理規準）
(Fcurrentとの

比較）

2012年ABC
(千トン）

現状親魚量を
維持（5年後）

Blimitを維
持（5年後）

F 0 184
現状の漁獲圧の維
持（Fcurrent）

F=0.184
（1.00 

Fcurrent）
67.6% 88.0% 204(85)

＊現状の親魚量水
準の維持(Fmed)

F=0.381
（2.07 

Fcurrent）
38.6% 66.8% 386(160)

• 2012年ABCの（ ）内は、我が国EEZ内の値。

• 平成23年度に設定された中期的管理方針では 「高 中位にある資源が海洋環

Fcurrent）

• 平成23年度に設定された中期的管理方針では、「高、中位にある資源が海洋環

境の変化により大幅減少に転じる可能性があることから、資源動向の把握に努
めつつ、海洋環境条件に応じた資源水準の維持を基本方向として管理を行う」こ
ととされており ＊のついてシナリオがこれに該当するととされており、＊のついてシナリオがこれに該当する。

－ １１ －



冬季発生系群の資源評価

－ １２ －



漁獲量といか釣漁船1日1隻当り漁獲尾数
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本系群の漁獲量は 1950 60年代にピ クを迎えた 主漁場は道東から北方四
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• 本系群の漁獲量は、1950～60年代にピークを迎えた。主漁場は道東から北方四
島の太平洋海域に形成され、1968年には日本全国のスルメイカ漁獲量の84％を
占める56万トンが漁獲された。その後、漁獲量は急減し、1980年代は低水準期
が続いた。1989年以降、漁獲量は増加傾向に転じ、1996年には約38万トンに達が続いた。1989年以降、漁獲量は増加傾向に転じ、1996年には約38万トンに達
した。近年は約15万～27万トンで推移している。2010年の漁獲量は約19.9万トン
であった。

－ １３ －



東シナ海の調査結果（稚仔分布）
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• 2000年以降の平均密度、55尾をやや下回る（48尾）
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太平洋の調査結果（新規加入量）
2011年 2010年2011年 2010年
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• 表層トロール。全域密度減少+体長小型
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太平洋の調査（漁場一斉）
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• 群れサイズ・広がり 平均水準
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資源量と漁獲割合
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• 資源量は1981～1988年の間は30万トン以下の低い水準で推移していたが1989
年以降増加に転じ 1996年には133 4万トンにまで増加した その後は大きく変動

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

年以降増加に転じ、1996年には133.4万トンにまで増加した。その後は大きく変動
する年はあるものの、概ね80万～120万トンの高い水準で推移した。調査船調査
結果から推定した2011年の資源量は89.8万トンであった。親魚尾数は資源量と
同様に1980年代後半から増加傾向を示し、1993年には15億尾に達した。2011年同様に1980年代後半から増加傾向を示し、1993年には15億尾に達した。2011年
級を産んだ親魚尾数は10.6億尾であった。
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再生産関係
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• スルメイカの再生産にとって不適な海洋環境の変化の兆候は観察されていな
い。したがって、今後も1990年以降のスルメイカにとって好適な海洋環境が継続
すると判断し、2012年以降の再生産成功率（加入尾数/親魚尾数）は、1990年以
降の再生産成功率の中央値と仮定した降の再生産成功率の中央値と仮定した。

－ １８ －



管理方策
• 2012年以降も好適な環境における加入量水準が期

待される。
• 1980年以降の再生産関係から、高い再生産成功率

があったときに高い加入量が期待できる親魚量
（ 18 6万トン 6 0億尾）を資源の回復措置をとるべ（=18.6万トン、6.0億尾）を資源の回復措置をとるべ
き閾値Blimitとした。

• 2012年級を生む親魚量（=36 4万トン 11 8億尾）は• 2012年級を生む親魚量（=36.4万トン、11.8億尾）は
Blimitを上回っているため、管理方策は資源水準の
維持を基本方向とし、現状の漁獲圧を維持

び
維持を 本方向 、現状 漁獲 を維持
（Fcurrent）および現状の親魚量を維持（Fmed）する
漁獲シナリオを用いて2012年のABCを算定した。

海洋環境の変化によ て資源動向が変化する兆候• 海洋環境の変化によって資源動向が変化する兆候
が観察された場合、加入量予測に用いる再生産関
係やBlimitを変更する必要がある。係やBlimitを変更する必要がある。
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ABC算定のための漁獲シナリオ
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• 現状の漁獲圧の維持（Fcurrent）
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現状の漁獲圧の維持（Fcurrent）

• 現状の親魚量の維持（Fmed）

• それらの予防的措置
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2012年ABC年

漁獲シナリオ
F値

評価
2012年ABC漁獲シナリオ

（管理規準）
(Fcurrentとの

比較）

2012年ABC
(千トン）

現状親魚量を
維持（5年後）

Blimitを維
持（5年後）

F 0 34
現状の漁獲圧の維
持（Fcurrent）

F=0.34
（1.00 

Fcurrent）
81% 96% 215(142)

＊現状の親魚量水
準の維持(Fmed)

F=0.47
（1.39

Fcurrent）
48% 81% 271(179)

• 2012年ABCの（ ）内は、我が国EEZ内の値。

• 平成23年度に設定された中期的管理方針では、「高、中位にある資源が海洋環境の変化

Fcurrent）

平成 年度 設定された中期的管理方針では、 高、中位 ある資源 海洋環境の変化
により大幅減少に転じる可能性があることから、資源動向の把握に努めつつ、海洋環境条
件に応じた資源水準の維持を基本方向として管理を行う。資源水準の変動に際しては、関
係漁業者の経営への影響が大きくなりすぎないように配慮を行うものとする」こととされてお
り、＊のついてシナリオがこれに該当する。り、 のついてシナリオがこれに該当する。
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